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はじめに 

 本県の人口は少子化の進展等により令和２年頃をピークに減少に転じており、中心

市街地の空洞化や未利用地・空き家の増加など土地利用効率の低下が懸念されてい

る。 

 また、台風や豪雨等による災害は年々増加傾向にあり、首都圏における大地震の発

生も想定される中で、安心・安全に対する県民の要請が高まっている。 

 さらに、都市化の進展により農地や森林が減少するとともに、地球温暖化等の気候

変動や社会経済活動の拡大に伴い良好な自然環境の喪失や生物多様性の損失等の課題

が生じている。 

  

 こうした課題や土地利用を巡る基本的条件の変化を踏まえ、令和５年１０月に第５

次埼玉県国土利用計画を策定した。  

 第５次埼玉県国土利用計画では、埼玉版スーパー・シティプロジェクトなどに取り

組むことで「日本一暮らしやすい埼玉」の実現を目指すこととし、その実現のため、

「計画的かつ有効な県土利用」、「安心・安全を実現する県土利用」、「人と自然が調和

し、持続可能な県土利用」を基本方針として定めている。 

  

 また、第５次埼玉県国土利用計画を踏まえ、令和６年６月に埼玉県土地利用基本計

画を改定した。 

 埼玉県土地利用基本計画では、各個別規制法の上位計画としての総合調整機能を果

たすため、土地利用の基本方向、住宅・工業施設等の立地誘導方針、都市地域や農業

地域等の五地域区分が重複する際の調整方針などを示している。 

  

 現在、市町村では、それぞれの地域課題を解決するため、主体的なまちづくりに取

り組んでいるが、土地利用計画の策定や実施に当たっては、関係法令に基づく様々な

手続や関係機関との調整などが必要となる。 

 こうした市町村の主体的なまちづくりを適正かつ円滑に行うためには、県と市町村

が密接に連携し、情報を共有することで、地域全体の適正な土地利用調整について検

討していくことが重要である。 

  

 このため、本要領は、県の関係機関や市町村が実施する土地利用の調整手続等を定め、

もって、県土の総合的かつ計画的な利用の推進を図ることを目的とするものである。 

 

本要領の施行に伴い、「区域区分が定められていない都市計画区域における大規模

開発の取扱方針」（令和４年７月１日施行）及び「市街化調整区域における計画開発

（地区計画）の取扱方針」（令和４年７月１日施行）は廃止する。 
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第１章 国土利用計画及び土地利用基本計画の概要 

１ 国土利用計画法の概要 

（１） 国土利用計画法の目的 

  国土利用計画法（昭和 49年法律第 92号）（以下「国土法」という。）は、国土利

用計画の策定について定めるとともに、土地利用基本計画の策定、土地取引の規制

に関する措置その他土地利用を調整するための措置を講ずることにより、総合的

かつ計画的な国土の利用を図ることを目的としている。 

 

（２）国土利用計画法の概要 

  土地利用を調整するための措置として、土地利用基本計画、土地取引規制、遊休

土地制度の３つの制度が規定されている。 

図１ 国土法の概要  

 
出典：国土交通省「土地利用基本計画制度について 
（https://www.mlit.go.jp/common/001118983.pdf） 

 

２ 国土利用計画の概要 

（１）国土利用計画制度の目的 

  国土利用計画は、全国の区域について定める国土の利用に関する計画（以下「全

国計画」という。）、都道府県の区域について定める国土の利用に関する計画（以下

「都道府県計画」という。）及び市町村の区域について定める国土の利用に関する

計画（以下「市町村計画」という。）である（国土法第４条）。 

全国計画は国土の利用に関する全ての計画の基本となるものであり、都道府県計
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画の基本となるものである。また、都道府県計画が定められている場合においては、

都道府県計画は市町村計画の基本となる（国土法第６条、第７条、第８条）。 

令和５年７月に策定された第６次全国計画では、未曽有の人口減少や少子高齢化

の加速等を背景とした国土の管理水準の悪化など、国土利用をめぐる基本的条件

の変化と課題を踏まえ、持続可能で自然と共生した国土利用・管理を目指すことと

している。 

 

（２）第５次埼玉県国土利用計画の概要 

  本県では、第６次全国計画を基本として、令和５年 10月に第５次埼玉県国土利

用計画（以下「第５次県計画」という。）を策定した。 

第５次県計画は、「第１ 県土の利用に関する基本構想」、「第２ 県土の利用区

分ごとの規模の目標及び地域別の概要」、「第３ 日本一暮らしやすい埼玉を実現

するための措置の概要」の３章で構成している。 

「第１ 県土の利用に関する基本構想」では、県土利用の基本的な方針として、

埼玉版スーパー・シティプロジェクトなどに取り組むことにより、ＳＤＧｓの基本

理念に沿い、あらゆる人に居場所があり、活躍でき、安心して暮らせる社会である

「日本一暮らしやすい埼玉」の実現を目指すこととしている。 

  「第２ 県土の利用区分ごとの規模の目標及び地域別の概要」では、農地、森林、

宅地などの利用区分別の県土利用の基本方向、利用区分ごとの規模の目標（面積）

等を設定し、県内を埼玉県５か年計画と同様に東京都心からの距離に応じて３ゾ

ーンに分け、それぞれ地域別の基本方向を示している。 

  「第３ 日本一暮らしやすい埼玉を実現するための措置の概要」では、上記「第

２の目標」を実現するための各種の規制、誘導措置を通じた総合的な対策の実施を

定めている。 

 

３ 土地利用基本計画の概要 

（１）土地利用基本計画制度の目的 

  都道府県は、都道府県の区域について、土地利用基本計画を定めるものとされて

いる（国土法第９条１項）。 

土地利用基本計画には、都市地域、農業地域、森林地域、自然公園地域、自然保

全地域の五地域及び土地利用の調整等に関する事項について定めるものとされて

いる（国土法第９条第２項、第３項）。（表１） 

また、国や地方公共団体は、土地利用基本計画に即して適正かつ合理的な土地利

用が図られるよう、土地利用の規制に関する措置等を講じるものとされている（国

土法第 10条）。 

 このため、土地利用基本計画は、土地利用の総合的かつ基本的な方向付けを行う

ことで、各種の土地利用計画の総合調整を果たすとともに、国・都道府県・市町村

間の調整及び都道府県内の部局横断的な土地利用調整を裏付ける制度とされてい

る。  

「国土利用計画法に基づく国土利用計画及び土地利用基本計画に係る運用指針
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（令和５年９月・国土交通省）」では、法第 10条の趣旨は、関係行政機関に土地利

用基本計画に即して個別法のゾーニングや開発行為の許可等を行うことを要請す

るものであり、諸法律による土地利用上の諸措置を総合調整する上位計画として

土地利用基本計画を機能させ、土地利用の総合調整を図ることとされている。 

 なお、このような土地利用の規制に関する具体的な措置等については、都市計画

法（昭和 43年法律第 100号）などの別の法律（以下「個別規制法」という。）に委

ねているが、これら個別規制法の運用に際しては、土地利用基本計画に即した適正

かつ合理的な土地利用が図られるよう措置するととともに、公害の防止、自然環境

及び農林地の保全等の土地利用規制の共通事項というべき項目にできる限り配意

することとされている。 

 

表１ 五地域区分と運用上の定義 

五地域 運用上の定義 

都市地域 
都市計画法第５条第１項又は第２項により都市計画区域として指定されている

地域 

農業地域 
農業振興地域の整備に関する法律（昭和 44年法律第 58号）第６条第１項により

農業振興地域（以下「農業振興地域」という。）として指定されている地域 

森林地域 

森林法（昭和 26 年法律第 249 号）第２条第３項に規定する国有林の区域又は同

法第５条第１項に規定する地域森林計画の対象となる民有林の区域として定め

られている地域 

自然公園地域 
自然公園法（昭和 32 年法律第 161 号）第２条第１号に規定する自然公園（国立

公園、国定公園及び都道府県立自然公園）として指定されている地域 

自然保全地域 

自然環境保全法（昭和 47 年法律第 85 号）第 14 条に規定する原生自然環境保全

地域、同法第 22条第１項に規定する自然環境保全地域又は同法第 45条第１項の

規定により都道府県条例において都道府県自然環境保全地域として指定されて

いる地域 
 

【準都市計画区域の取扱い】 

  令和７年４月現在、埼玉県内には都市計画法第５条の２第１項で規定される準都市計

画区域は存在しないが、今後指定を検討する場合には、原則として、国土法第９条第２項

第１号の都市地域とする方向で調整する。なお、準都市計画区域が指定された場合には、

都市地域として取り扱うこととする。 

 

参考に、土地利用に当たって特に調整が必要なものとして、国土法に基づく計画と個

別規制法である都市計画法に基づく計画との関係を表した体系図を図２に示す。 
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図２ 国土法に基づく計画と都市計画法に基づく計画との関係

 

 

（２） 埼玉県土地利用基本計画の概要 

 土地利用基本計画は、土地利用の基本方向や五地域が重複している調整方針な

どを定めた計画書（以下「基本計画（計画書）」という。）と、五地域の範囲を定め

た計画図（以下「基本計画（計画図）」という。）で構成されている。 

 本県では、第５次県計画の策定を踏まえ、令和６年６月に基本計画（計画書）を

改定した。 

 基本計画（計画書）では、例えば、住宅等の立地に当たっては、都市再生特別措

置法に基づく立地適正化計画を作成している市町村については、居住誘導区域又

は都市機能誘導区域内に誘導するものとしている。 

 また、工業施設等の立地に当たっては、市街化区域内の既存産業用地の有効活用

を検討するとともに、これが難しく市街化調整区域に立地を誘導する場合は、市街

化区域に隣接する地域等とし、市街化区域への編入を基本とするものとしている

（表２に詳細）。 
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表２ 基本計画（計画書）「第２ 五地域区分が重複している地域の土地利用調整方針」の概要 

１ 「第１ 土地利用の基本方向」を踏まえた調整方針 

＜住宅及び都市機能増進施設＊の立地＞ 

立地適正化計画を作成している市町村 居住誘導区域又は都市機能誘導区域内に誘導する。 

立地適正化計画の未作成市町村 

立地適正化計画の考え方を踏まえ、市街化区域及び非線

引き都市計画区域において用途地域が定められている

区域に誘導する。 

原則として都市地域以外の地域を縮小する土地利用転換は行わないよう調整する。 

土砂災害特別警戒区域などの災害レッドゾーンには、立地誘導しない。 

浸水想定区域などの災害イエローゾーンには、立地誘導しないことを基本としつつ、災害リスク

に応じた対策を講ずる場合には立地できるものとする。 

＊都市再生特別措置法第 81条の都市機能増進施設で、医療施設、福祉施設、商業施設その他の都市の居住者 

 の共同の福祉又は利便のために必要な施設 

 

＜工業・流通業務施設の立地誘導＞ 

区域区分が定められた都市計画区域の場合 

・市街化区域内の既存産業用地の有効活用を検討する。 

・これが難しく市街化調整区域に立地誘導する場合 

⇒ 市街化区域に隣接する地域又は高速道路インターチェンジや主要幹線道路周辺の地

域とし、市街化区域への編入を基本とする。 

・原則として、農用地区域である農業地域、保安林である森林地域、自然公園地域及び自然保

全地域を縮小する土地利用転換は行わないよう調整する。 

 

非線引き都市計画区域の場合 

・用途地域が定められている区域内の既存産業用地の有効活用を検討する。 

・これが難しく用途地域が定められていない区域に立地を誘導する場合 

  ⇒ 高速道路インターチェンジや主要幹線道路周辺の地域とし、用途地域を定めることを

基本とする。   

・原則として、農用地区域である農業地域、保安林である森林地域、自然公園地域及び自然保

全地域を縮小する土地利用転換は行わないよう調整する。 

 

２ 重複地域別調整方針 
   二つの地域が重複している地域においては次に掲げる調整方針に即して、三つ以上の地域が重

複している地域においてはそれぞれの関係から見た優先順位などを考慮して、土地利用調整を図
る。 

（１）都市地域と農業地域が重複している地域 

 農業地域 

農用地区域 農用地区域以外 

都市地域 
（市街化調整区域又

は非線引き都市計画

区域のうち用途地域

が定められていない

区域） 

農用地として利用し、原則として農

業地域の縮小や都市的土地利用は

行わない。 

土地利用の現況に留意して、周辺の

農地など農業上の利用との調整を図

りながら、農業地域の縮小や都市的

土地利用を認める。 

 ※市街化区域及び非線引き都市計画区域において用途地域が定められている区域と農業地域
は重複しない。 
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（２）都市地域と森林地域が重複している地域 

 
森林地域 

保安林 保安林以外 

都市地域 

保安林として利用し、原則として森

林地域の縮小や都市的土地利用は行

わない。 

森林としての利用を優先し、できる

限り森林地域の縮小や都市的土地利

用は行わない。 

（３）都市地域と自然公園地域が重複している地域 

 
自然公園地域 

特別保護地区又は特別地域 普通地域 

都市地域 

自然公園として保護及び利用し、原

則として自然公園地域の縮小や都市

的土地利用は行わないものとする。 

自然公園としての保護及び利用を優

先し、できる限り自然公園地域の縮

小や都市的土地利用は行わない。 

（４）都市地域と自然保全地域が重複している地域 

 
自然保全地域 

特別地区 普通地区 

都市地域 

自然環境として保全し、自然保全地

域の縮小や都市的土地利用は行わな

い。 

自然環境としての保全を優先し、原

則として自然保全地域の縮小や都市

的土地利用は行わない。 

 

（５）農業地域と森林地域が重複している地域 

 森林地域 

保安林 保安林以外 

農
業
地
域 

農用地区域 

保安林として利用し、原則として

森林地域の縮小や農業上の利用は

行わない。 

農用地としての利用を優先するが、

農業上の利用との調整を図りなが

ら、森林としての利用を認める。 

農用地区域 

以外 

森林としての利用を優先するが、周

辺の森林地域との調整を図りなが

ら、農業上の利用を認めるものとす

る。 

（６）農業地域と自然公園地域が重複している地域 

 自然公園地域 

特別保護地区又は特別地域 普通地域 

農
業
地
域 

農用地区域 自然公園として保護及び利用し、

原則として農業上の利用は行わな

い。 

農用地としての利用を優先するもの

とする。 

農用地区域 

以外 

自然公園としての保護及び利用に配

慮した上で、農業上の利用を認める。 

 

 



9 

 

（７）農業地域と自然保全地域が重複している地域 

 自然保全地域 

特別地区 普通地区 

農

業

地

域 

農用地区域 

自然環境として保全し、原則として

農業上の利用は行わない。 

自然環境に配慮した上で、農用地と

しての利用を認めるものとする。 

農用地区域 

以外 

自然環境として保全し、原則として

農業上の利用は行わない。 

（８）森林地域と自然公園地域が重複している地域 

   両地域が両立するように調整を図るものとする。 

（９）森林地域と自然保全地域が重複している地域 

   両地域が両立するように調整を図るものとする。 

 

 上記の調整方針は、土地利用の原則的な考え方を示したものである。なお、地域

の実情等によっては、この原則によらない土地利用が必要となる場合もあるが、こ

の場合にもこの原則を踏まえつつ、当該地域の実情等に即して合理的なものとな

るよう留意すること。 
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第２章 土地利用調整の体制 

 土地利用調整の体制（土地水政策課が所管するもの）は、以下のとおりである。 

 

１ 埼玉県土地利用調整研究会（埼玉県土地利用調整研究会設置要領） 

① 目的 

 ・ 県土の適正かつ計画的な利用の推進を目指し、土地利用行政に関する調整及

び土地利用に関する諸問題について総合的に調査・研究する。 

② 所掌事項 

・ 埼玉県土地利用調整会議で審議する事項のうち、あらかじめ調整を行う必要

があるもの。ただし、産業基盤づくり推進チーム会議において調整する事項は

除く。 

・ その他、県土の適正かつ計画的な利用の推進に向けて、総合的に調査・研究

を行う必要があるもの。 

③ 構成 

・ 要領に基づき、土地利用調整に関係のある課所等の職員を構成員とする。 

・ 座長には企画財政部土地水政策課長を充てる。 

・ 座長は、研究会を招集し、その会議の議長となる。 

・ 座長は、構成員全員の出席を求める必要がないと認めるときは、一部の出席

を求めて会議を開催することができる。必要があると認めるときは、構成員以

外の者に対し、会議に出席するよう求めることができる。 

 

２ 埼玉県土地利用調整会議（埼玉県土地利用調整会議設置要領） 

 ① 目的 

・ 埼玉県の土地利用行政に関する調整を行う。 

 ② 所掌事項 

・ 埼玉県国土利用計画及び埼玉県土地利用基本計画の策定及び変更等に係る事

項に関すること。 

・ 県土の計画的な土地利用に影響を及ぼす区域指定等に係る事項に関するこ

と。 

・ 「ゴルフ場等の造成事業に関する指導要綱」に係る事項に関すること。 

・ その他、県土の計画的土地利用に係るもので知事が必要と認める事項に関す

ること。  

③ 構成 

・ 要領に基づき、土地利用調整に関係のある職員を構成員とする。 

・ 企画財政部地域経営局長が会議を招集し、議長となる。 
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・ 企画財政部地域経営局長は、構成員全員の出席を求める必要がないと認める

ときは、一部の出席を求めて会議を開催することができる。必要があると認め

るときは、構成員以外の者に対し、会議に出席するよう求めることができる。 

 

３ 埼玉県国土利用計画審議会（埼玉県国土利用計画審議会規則） 

 ① 目的 

 ・ 国土法第 38条第１項に基づく県の附属機関であり、県から諮問される埼玉県

土地利用基本計画の変更等に際して、大所高所の観点から県土利用について検

討し、外部機関としての意見を県の土地利用行政に反映する。 

② 所掌事項 

・ 埼玉県国土利用計画の策定、変更に際し意見を述べること（国土法第７条第

３項）。 

・ 市町村国土利用計画の策定、変更に対して、知事が助言・勧告するに際し、

意見を述べること（国土法第８条第５項）。 

・ 埼玉県土地利用基本計画の策定、変更に際し意見を述べること（国土法第９

条第 10項）。 

・ その他、県土の利用に関する基本的な事項及び土地利用に関し重要な事項を

調査審議すること（国土法第 38条第１項）。 

 ③ 構成 

  ・ 外部有識者 10名と県議会議員６名で構成される。 

・ 五地域区分に応じた担当課が幹事課として出席し、諮問内容に応じて事業担

当課等が出席する。 

  



12 

 

第３章 土地利用調整の手続 

 土地利用調整の手続は、以下のとおりである。 

 

１ 土地利用調整の対象 

 本要領の土地利用調整の対象は、次のとおりとする。 

① 基本計画（計画図）の変更を伴う区域指定等 

   国又は地方公共団体等が都市計画法などの個別規制法に基づき土地利用に係る

区域等の決定、指定又は変更等（以下「区域指定等」という。）により、五地域区

分を示す基本計画（計画図）の変更を伴うもの。 

   この基本計画（計画図）の変更を伴う主な区域指定等は、表３のとおりである。 

表３ 基本計画（計画図）の変更を伴う主な区域指定等 

五地域と変更内容 区域指定等 

農業地域の縮小 
都市計画法第７条に基づく区域区分の変更に伴い、農業振興地域を除

外する場合 

森林地域の縮小 
森林法第 10条の２に基づく林地開発行為に伴い、地域森林計画の対

象となる民有林の区域から除外する場合 
 

② 県土の計画的な土地利用に影響を及ぼす区域指定等（①を除く。） 

  県土の計画的な土地利用に影響を及ぼす区域指定等（①を除く。）を行うもの。 

 この県土の計画的な土地利用に影響を及ぼす主な区域指定等は、表４のとおり

である。 

 なお、表４以外にも本要領の対象と考えられる場合には、調整の要否について

土地水政策課に確認すること。 

表４ 県土の計画的な土地利用に影響を及ぼす主な区域指定等 

個別規制法 区域指定等 

都市計画法 

第７条 区域区分の決定又は変更 

第８条第１項第１号 用途地域の指定又は変更 
（非線引き都市計画区域に新たに指定する場合に限る。） 

第 12条第１項 市街地開発事業（市街化区域内の事業は除く。） 

第 12 条の４第１項 地区計画の決定（用途地域が指定されている区域を
除く。）又は変更（用途地域が指定されて 
いる区域を除き、かつ、区域の変更を行うものに限る。） 

第 34条第 11号 区域の指定（１ha以上のものに限る。）* 

第 34条第 12号 区域の指定（１ha以上のものに限る。）* 

農村地域への産業の
導入の促進等に関す
る法律 

第５条第２項第１号 「農村地域への産業の導入に関する基本計画」に基
づき策定される市町村実施計画における産業導入地区の区域設定 

地域経済牽引事業の
促進による地域の成
長発展の基盤強化に
関する法律 

第４条第２項第４号 基本計画における重点促進区域の設定 

第 11 条第２項第１号 重点促進市町村が作成する土地利用調整計画にお
ける土地利用調整区域の設定 

* 市町村の権限である都市計画法第３４条第１１号及び第１２号の区域指定についても、県土の計画的な土地
利用に重大な影響を及ぼし、内容によっては基本計画（計画図）の変更を伴う場合も想定されるため、本要
領の対象としている。早い段階から情報提供いただくことで、地域の実情に即した合理的な土地利用が行わ
れるよう円滑な調整を図ることを目的としている。 
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③ その他、土地利用の調整において必要と認めるもの 

県土の計画的な土地利用を行うため、調整が必要と認めるものを対象とする。 

 なお、ゴルフ場をはじめとする第二種特定工作物に係る事項については、別に定

める「ゴルフ場等の造成事業に関する指導要綱」で運用することとする。 

 

２ 土地利用調整の手続 

（１）土地利用調整に係る相談等 

① 個別規制法所管課は、土地利用計画者（市町村等）から相談を受け付け、

その相談が継続して行われると見込まれる場合には、土地水政策課に情報提

供を行う。 

② 土地水政策課は情報提供を受けて、土地利用計画者と個別規制法所管課の

打合せに参加するとともに、土地利用計画案が基本計画（計画書）に即して

いるかなど、必要に応じて土地利用計画者に対して助言等を行う。 

【留意事項】 

・ 個別規制法所管課とは、原則として個別規制法を所管する庁内の各課を指す。 

・ 土地利用計画者に対して、基本計画（計画書）の考え方などを助言し、県土

利用の方針に沿った計画案とするためには、検討の早い時期から調整を行う必

要がある。このため、土地水政策課への情報提供は、電話での問合せ程度のも

のは要しないが、対面やオンラインで土地利用計画が検討されるなど、相談が

継続して行われると見込まれる場合には、幅広く行うこと。 

・ 土地水政策課は、打合せ参加後、土地利用計画の熟度や進展度合いを把握し、

必要に応じて、研究会の構成員と情報を共有すること。 

・ 地域の実情等によっては、基本計画（計画書）に記載する原則によらない土

地利用が必要となる場合もあるが、この場合にもこの原則を踏まえつつ、当該

地域の実情等に即して合理的なものとなるよう関係者間で調整・情報共有を図

ること。 

 

（２）埼玉県土地利用調整研究会における調整 

① 土地水政策課は、土地利用計画の方向性（位置、範囲や区域区分変更等の

事業手法）などが具体化した段階で、埼玉県土地利用調整研究会（以下「研

究会」という。）を開催し、土地利用計画案の決定に当たり必要な関係法令等

について庁内関係課所への照会を行い、協議・調整を行う。 

② 土地水政策課は、照会等を取りまとめた後、協議・調整の結果等を個別規

制法所管課及び庁内関係課所に通知する。個別規制法所管課は適宜、土地利

用計画者に協議・調整の結果等を情報提供し、土地利用計画者は、協議結果

等に基づき、庁内関係課所と必要な協議・調整を行う。 

 【留意事項】 

・ 研究会は、土地利用計画者や構成員以外の出席を求めることがある。ま

た、必要に応じて複数回開催することもあるので留意すること。 

・ 研究会開催に当たっては、土地水政策課と個別規制法所管課とで土地利

用計画の熟度や進展度合いについて情報共有を行い、適切なタイミングを

調整すること。 
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・ 地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律に

基づく重点促進区域の設定に当たっては、その他の区域指定等と関連するた

め、合わせて協議・調整を行うこと。 

・ 土地利用計画者は、研究会の協議結果等に基づき、庁内関係課所と必要

な協議・調整を行うが、個別規制法所管課又は土地水政策課は適宜フォロ

ーアップ等を行うこと。 

・ 国との調整が必要な事項については、各課で適宜調整を行うこと。 

・ 工業・流通業務施設等の立地計画であって、産業基盤対策幹が所管する

産業基盤づくり推進チーム会議のもとで庁内調整を行う場合は、研究会の

代わりに同チーム会議で取り扱うこととする。 

・ 都市計画法第 34条第 11号及び第 12号の区域指定において、市町村が権限

を有する場合、個別規制法所管課は区域指定の権限を有する市町村になる。 

 

（３）埼玉県土地利用調整会議における調整 

【留意事項】 

・ 基本計画（計画図）の変更を伴う区域指定等については、区域等の決定手続

の前に、審議会からの答申を得る必要があるため、調整会議や審議会の開催ス

ケジュール等に十分留意すること。 

・ 都市計画法第 34条第 11号及び第 12号の区域指定において、市町村が権限を

有する場合、個別規制法所管課は区域指定の権限を有する市町村になる。 

 

【さいたま市内における土地利用計画の調整について】 

 さいたま市内の土地利用計画策定に当たっては、個別規制法における権限の多く
が政令市であるさいたま市に移譲されている。 
一方、基本計画（計画図）の変更や、五地域区分のうち農業地域の運用上の定義

である農業振興地域の変更については、都道府県の事務であるため、土地利用計画
策定の当初から県の関与が必要となる。 
 このため、さいたま市における土地利用計画においても、庁内各課所は、さいた
ま市からの相談が継続して行われると見込まれる時点で、土地水政策課に情報提供
を行い、研究会や調整会議の開催を通じて、必要な関係法令等の照会、協議・調整
などを行うこととする。 

 

（４）埼玉県国土利用計画審議会への諮問 

ア 一般的な諮問の場合 

①  個別規制法所管課は、研究会における協議が整った段階で、埼玉県土地利

用調整会議（以下「調整会議」という。）に付議する。 

②  土地水政策課は、調整会議を開催し、改めて協議・調整を行い、協議結果等

を個別規制法所管課及び庁内関係課所に通知する。 

なお、基本計画（計画図）の変更を要する区域指定等については、③

の区域等の決定手続の前に、埼玉県国土利用計画審議会（以下「審議

会」という。）への諮問が必要となる。（「（４）埼玉県国土利用計画審

議会への諮問」を参照） 

③  個別規制法所管課は、協議結果等を踏まえ、区域等の決定手続を行

い、土地利用計画者は、計画に即して事業を行う。 
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①  土地水政策課は、基本計画（計画図）の変更を伴う案件について、調整会

議における協議が整った段階で、審議会に諮問する。 

②  審議会の答申に当たって意見が付された場合は、土地水政策課は、個別規

制法所管課等に対して通知する。 

③  土地水政策課は、基本計画（計画図）の変更について、遅滞なく、県報に

より告示する。 

④  個別規制法所管課は、審議会の意見等を踏まえ、区域等の決定手続を行い、

土地利用計画者は、計画に即して事業を行う。 

 【留意事項】 

   ・ 土地利用基本計画は個別規制法における計画の上位計画に当たることから、

個別規制法に基づく各審議会より前に、審議会の答申を得ること。 

   ・ 審議会の開催に当たっては、審議会委員の日程調整、諮問内容の事前説明等

が必要となるため、関係課間で余裕をもって調整を行うこと。 

 ・ 都市計画法第 20条第１項の規定による告示など個別規制法に基づく告示に

ついては、基本計画（計画図）の変更の告示日以後に行うよう留意すること。 

 

イ 森林地域の変更に係る諮問の場合 

 森林地域の変更に係る基本計画（計画図）の変更については、林地開発許

可行為の完了後に変更する地域の区分の範囲及び面積等が確定するため、審

議会への諮問をこの開発行為完了後に、森林法上の地域森林計画の変更のタ

イミングに合わせて行っていた。 

 しかし、第 72回審議会（令和４年８月 19 日）において、開発行為完了後

の諮問について疑義が呈された。また、「国土利用計画法に基づく国土利用計

画及び土地利用基本計画に係る運用指針」においても、全国的に同様の疑義

が出され、効果的な諮問の方法が示されている。 

 このため、第 77回審議会（令和６年５月 15日）において、以下のとおり、

「森林地域の変更に係る埼玉県国土利用計画審議会への意見聴取に関する取

扱いについて」（以下「取扱規定」という。）を決定した。 

 

「森林地域の変更に係る埼玉県国土利用計画審議会への意見聴取に関する取扱

いについて」（令和６年５月 15日埼玉県国土利用計画審議会決定） 

 

 国土利用計画法（昭和 49 年法律第 92 号）第９条第６項に規定する森林地域

（以下「森林地域」という。）の変更に係る同法第９条第 14 項において準用す

る同条第 10項の規定に基づく埼玉県国土利用計画審議会（以下「審議会」とい

う。）への意見聴取に関する取扱いについては、下記のとおりとする。 

 

記 

 

 森林地域の変更に係る審議会への意見聴取は、以下の審議会への事前の意見

聴取及び報告をもってこれに代えることとする。 
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１ 審議会への事前の意見聴取 

  次の場合に行う審議会への事前の意見聴取 

（１）森林法（昭和 26 年法律第 249 号）第 10 条の２の開発許可（以下「林地

開発許可」という。）の申請があったとき 

 ただし、林地開発許可の変更の申請にあっては、利用目的の変更又は開

発区域の増加を伴うものに限る 

（２）林地開発許可に先立って、都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 12

条の４の地区計画の区域その他の各種法令による区域の決定等をしようと

するとき 

 

２ 審議会への報告 

林地開発許可行為の完了した後に行う審議会への報告 

 

（ア）林地開発許可の申請の場合（取扱規定１（１）） 

① 土地水政策課は、「森林地域の変更」の見込みを把握するため、国土法第 23

条第１項の届出があった場合に森づくり課に情報提供を行うなど、林地開発

許可申請前の段階から、情報収集に努める。 

② 森づくり課は、林地開発許可申請があった場合には、土地水政策課に速や

かに情報提供を行う。 

③ 土地水政策課は、林地開発許可申請の内容について、基本計画（計画書）

に即しているかなどを確認する。 

 なお、基本計画（計画書）に即しておらず、周辺の土地利用を図る上で著

しい支障があるときは、林地開発許可申請者に対して、事業計画の変更等を

要請する。 

④ 土地水政策課は、審議会に事前意見聴取の諮問をする。 

⑤ 審議会の答申に当たって意見が付された場合は、土地水政策課は、許可申

請者に対して通知するとともに、森づくり課に通知内容を情報提供する。 

⑥ 森林法第 10 条の２第６項の規定に基づき埼玉県森林審議会に諮問する案

件に対し、審議会から利用目的の変更又は開発区域の変更を要する意見が付

された場合は、埼玉県森林審議会にその旨を報告する。 

【留意事項】 

・ 林地開発許可処分は、標準処理期間が 40日とされているため、林地開発許可

申請後、速やかに審議会を開催できるよう、林地開発許可申請前の段階から、情

報交換等を行うこと。また、土地水政策課への情報提供は、林地開発許可申請後、

概ね１週間を目安とする。 

・ 林地開発許可申請の標準処理期間内に審議会の開催が難しい場合などは、審議

会の開催方法（対面、書面開催等）について検討すること。 

・ 土地利用基本計画は個別規制法における計画の上位計画に当たることから、埼

玉県森林審議会に諮問（原則として 10ha以上）する前に、審議会の答申を得る

こと。 

 

（イ）林地開発許可の申請に先立って区域の決定等を行う場合（取扱規定１（２）） 
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① 当該案件は、前記（１）から（３）に基づき土地利用調整を行い、調整終了

後、審議会へ事前意見聴取の諮問をする。 

② 審議会の答申に当たって意見が付された場合は、土地水政策課は、土地利

用計画者に通知する。土地利用計画者は、意見を土地利用計画に反映するよ

う努める。 

【留意事項】 

・ この取扱いは、個別の林地開発許可申請に先立って個別規制法による区域指定

等が行われる場合に適用される。なお、この取扱いに基づき諮問をした場合には、

区域指定等の後に提出された林地開発許可申請についての再度の諮問は不要と

なる。 

 

（ウ）林地開発許可行為完了後の審議会への報告 

① 林地開発許可行為が完了した場合は、森づくり課は、土地水政策課に情報

提供を行う。 

② 土地水政策課は、林地開発許可の行為の完了案件を取りまとめて、年１回

程度審議会に報告し、基本計画（計画図）を変更する。 

【留意事項】 

・ これまでは地域森林計画の変更（５年に１回程度）のタイミングに合わせて基

本計画（計画図）の変更を行っていたが、林地開発許可行為完了後、審議会に報

告し、年１回程度変更を行うこととする。 
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図３ 「第３章 ２ 土地利用調整の手続」における調整フロー 

土地利用計画者 

※市町村を想定 
個別規制法所管課 庁内関係課所 土地水政策課 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

   

  

  

  

  

調整結果に基づく 
計画等の実施 

意見 

説明 

意見 

相談受付 

位置、範囲や事業手法の方向性などが 
具体化 

埼玉県土地利用調整研究会 

答申反映 

国土審へ諮問する場合 

研究会における協議が 

整った段階で付議 

※国土法に基づく計画と
即しているかなど、 

必要に応じて助言等実施 

※相談継続が見込まれたら、 

土地水政策課へ情報提供 

計画案の概要 

土地利用計画者・関係課で協議・調整 

区域指定等 
決定 

埼玉県国土利用 

計画審議会 

基本計画(計画図)の 

変更 

結果を通知 

通知受領 

約３週間 

約３週間 

注）都市計画法第 34条第 11号及び第 12号の区域指定の権限を有する市町村においては、研究会及び調整会議 

  における個別規制法所管課は、当該市町村となる。 

適宜、情報提供 

手続・調整事項を 
通知 

埼玉県土地利用調整会議 

個別規制法手続 
計画縦覧、 

住民の意見聴取など 

審議会等 



19 

 

  

 当要領関係事項 担当 電話 

埼玉県土地利用調整要領 
本要領全般 
埼玉県土地利用調整会議 
埼玉県土地利用調整研究会 土地水政策課 

土地政策担当 
048-830-5484 

国土利用計画法 
第５次埼玉県国土利用計画 
埼玉県土地利用基本計画 
埼玉県国土利用計画審議会 

自然公園法 
第２条第１号 
自然公園（国立公園、国定公園及び都道府県
立自然公園） 

みどり自然課 
自然ふれあい担当 

048-830-3156 

自然環境保全法 

第 14条 原生自然環境保全地域 
第 22条第１項 自然環境保全地域 
第 45条第１項  
都道府県条例において都道府県自然環境保全
地域として指定されている地域 

地域経済牽引事業の促進
による地域の成長発展の
基盤強化に関する法律 

第４条第２項第４号  
基本計画における重点促進区域の設定 

企業立地課 
立地支援担当 

048-830-3900 
第 11条第２項第１号 

重点促進市町村が作成する土地利用調整計
画における土地利用調整区域の設定 

農業振興地域の整備に関
する法律 

第６条第１項 農業振興地域の指定 
第７条第１項 農業振興地域の区域の変更等 

農業政策課 
農村計画・ 
農地調整担当 

048-830-4027 
農村地域への産業の導入
の促進等に関する法律 

第５条第２項第１号 
「農村地域への産業の導入に関する基本計
画」に基づき策定される市町村実施計画にお
ける産業導入地区の区域設定 

森林法 
第５条第１項 地域森林計画制度 
第 10条の２ 林地開発許可制度 

森づくり課 
総務・森林企画担当 

048-830-4313 

都市計画法 

第７条 区域区分の決定又は変更 
都市計画課 
都市計画担当 

048-830-5345 
第８条第１項第１号  
 用途地域の指定又は変更 

第 12条第１項 市街地開発事業 
市街地整備課 

八潮新都市等整備・
区画整理担当 

048-830-5381 

第 12条の４第１項 地区計画の決定又は変更 
都市計画課 
都市計画担当 

048-830-5345 

第 34条第 11号 区域の指定 
第 34条第 12号 区域の指定 

都市計画課 
開発指導担当 

（県権限の２町に限る。） 
048-830-5474 

埼玉の持続的成長を支え
る産業基盤づくり取組方
針 

方針全般 
産業地スピードアップ推進窓口 
埼玉の持続的成長を支える産業基盤づくり 
推進チーム会議 
埼玉の持続的成長を支える産業基盤づくり 
推進本部会議 

産業基盤対策幹 048-830-5545 

本要領に係る主な問合せ先 
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１ 埼玉県土地利用基本計画の概要 



22 

 

  



23 

 

 



24 

 

埼玉県土地利用調整研究会設置要領 

 

（設  置） 

第１条 県土の適正かつ計画的な利用の推進を目指し、土地利用行政に関する調整及

び土地利用に関する諸問題について総合的に調査・研究するため、埼玉県土地利用

調整研究会（以下「研究会」という。）を設置する。 

 

（所掌事項） 

第２条 研究会は、次の事項について、調整及び調査・研究を行う。 

（１）埼玉県土地利用調整会議で審議する事項のうち、あらかじめ調整を行う必要が

あるもの。ただし、産業基盤づくり推進チーム会議において調整する事項は除く。 

（２）その他、県土の適正かつ計画的な利用の推進に向けて、総合的に調査・研究を

行う必要があるもの。 

 

（構  成） 

第３条 研究会は、別表に掲げる課所等の職員（以下「構成員」という。）をもって構

成する。 

 

（座  長） 

第４条 研究会に座長を置き、企画財政部土地水政策課長をもって充てる。 

 

（会  議） 

第５条 座長は、研究会を招集し、その会議の議長となる。 

２ 座長は、審議事項の内容により、構成員全員の出席を求める必要がないと認める

ときは、一部の出席を求めて会議を開催することができる。 

３ 座長は、必要があると認めるときは、構成員以外の者に対し、会議に出席するよ

う求めることができるものとする。 

４ 座長が欠席のときは、あらかじめ座長の指定する者が本条に規定する座長の職務

を代理する。 

５ 座長は、必要があると認めるときは、文書又はその他の方法による審議を行うこ

とができる。 

 

（庶  務） 

第６条 研究会の庶務は、企画財政部土地水政策課において処理する。 

 

（その他） 

第７条 この要領に定めるもののほか、研究会の運営について必要な事項は、企画財

政部土地水政策課長が定める。 

 

附  則 

 この要領は、平成１５年３月７日から施行する。 

附  則 

 この要領は、平成１６年４月１日から施行する。 

附  則 

２ 埼玉県土地利用調整研究会設置要領 



25 

 

 この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

附  則 

 「土地利用調整研究会設置要領」を「埼玉県土地利用調整研究会設置要領」に改

め、この要領は、令和７年４月１日から施行する。 

 

別表 

 

 

  

企画財政部 計画調整課、地域政策課、土地水政策課、地域振興センター 

 

環境部 環境政策課、エネルギー環境課、水環境課、産業廃棄物指導課、資源

循環推進課、みどり自然課 

産業労働部 商業・サービス産業支援課、企業立地課 

 

農林部 農業政策課、森づくり課、農村整備課 

 

県土整備部 県土整備政策課、河川砂防課 

 

都市整備部 都市計画課、市街地整備課、産業基盤対策幹 

 

教育局 文化財・博物館課 

 

警察本部 交通規制課 
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埼玉県土地利用調整会議設置要領 

 

（目  的） 

第１条 埼玉県の土地利用行政に関する調整を行うため、埼玉県土地利用調整会議

（以下「会議」という。）を設置する。 

 

（所掌事項） 

第２条 会議は、次の事項について調整を行う。 

（１）埼玉県国土利用計画及び埼玉県土地利用基本計画の策定及び変更等に係る事項

に関すること。 

（２）県土の計画的な土地利用に影響を及ぼす区域指定等に係る事項に関すること。 

（３）「ゴルフ場等の造成事業に関する指導要綱」に係る事項に関すること。 

（４）その他、県土の計画的土地利用に係るもので知事が必要と認める事項に関する

こと。 

２ 会議は、前項で調整した事項その他土地利用行政に係る事項について報告を求め

ることができる。 

 

（構  成） 

第３条 会議は、別表に掲げる職員（以下「構成員」という。）をもって構成する。 

 

（会  議） 

第４条 会議は、企画財政部地域経営局長が招集し、議長となる。 

２ 企画財政部地域経営局長は、審議事項の内容により、構成員全員の出席を求める

必要がないと認めるときは、構成員の一部の出席を求めて会議を開催することがで

きる。 

３ 企画財政部地域経営局長は、必要があると認めるときは、構成員以外の者に対し、

会議に出席するよう求めることができる。 

４ 構成員は、自ら会議に出席できないときは、会議の審議事項について、実質的に

判断できる職員を代わりに出席させることができる。 

５ 企画財政部地域経営局長は、会議における審議の経過及び結果を整理の上、記録

しておかなければならない。 

６ 企画財政部地域経営局長に事故があるとき又は企画財政部地域経営局長が欠け

たときは、企画財政部土地水政策課長がその職務を代理する。 

７  企画財政部地域経営局長は、必要があると認めるときは、文書又はその

他の方法による審議を行うことができる。  

（庶  務） 

第５条 会議の庶務は、企画財政部土地水政策課において処理する。 

 

（そ の 他） 

第６条 この要領に定めるもののほか、会議の運営について必要な事項は、企画財政

部地域経営局長が定める。 

 

 

３ 埼玉県土地利用調整会議設置要領 
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   附  則 

１ この要領は、平成１６年４月１日から施行する。 

２ 「土地利用行政推進会議設置要領（昭和５２年１月１日施行）」及び「土地利用

調整会議設置要領（昭和５６年６月２３日施行）」は廃止する。 

   附  則 

 この要領は、平成１７年４月１日から施行する。 

   附  則 

 この要領は、平成１７年９月１日から施行する。 

   附  則 

 この要領は、平成１８年４月１日から施行する。 

   附  則 

 この要領は、平成１８年１１月１日から施行する。 

   附  則 

 この要領は、平成１９年４月１日から施行する。 

     附  則 

 この要領は、平成１９年１０月１０日から施行する。 

   附  則 

 この要領は、平成１９年１１月３０日から施行する。 

   附  則 

 この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

   附  則 

 この要領は、平成２１年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成２２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成２３年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成２５年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

   附 則 

１  「埼玉県土地利用計画調整会議設置要領」を「埼玉県土地利用調整会議設置要領」

に改め、この要領は、令和７年４月１日から施行する。 

２ 「埼玉県土地利用行政会議設置要領（平成２１年２月６日施行）」は廃止する。 
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別表 

 

 

  

企画財政部 

 

地域経営局長、計画調整課長、地域政策課長、土地水政策課長、地域

振興センター所長 

環境部 環境政策課長、エネルギー環境課長、水環境課長、 

産業廃棄物指導課長、資源循環推進課長、みどり自然課長 

産業労働部 商業・サービス産業支援課長、企業立地課長 

 

農林部 農業政策課長、森づくり課長、農村整備課長 

 

県土整備部 県土整備政策課政策幹、河川砂防課長 

 

都市整備部 都市計画課長、市街地整備課長、産業基盤対策幹 

 

教育局 文化財・博物館課長 

 

警察本部 交通規制課長 
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埼玉県国土利用計画審議会規則 

 

（趣旨） 
第一条 この規則は、執行機関の附属機関に関する条例（昭和二十八年埼玉県条例第十

七号）第六条の規定に基づき、埼玉県国土利用計画審議会（以下「審議会」とい

う。）について必要な事項を定めるものとする。 

（組織） 

第二条 審議会は、国土の利用及び土地利用に関し学識経験を有する者のうちから知事

が委嘱する委員二十人以内をもって組織する。 

２ 審議会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委員若干人を

置くことができる。 

３ 臨時委員は、国土の利用及び土地利用に関し学識経験を有する者のうちから知事が

委嘱する。 

（任期） 

第三条 前条第一項の委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任

者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

３ 臨時委員は、当該特別の事項に関する調査審議が終了したときは、解任されるもの

とする。 

（会長） 

第四条 審議会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。 

（会議） 

第五条 審議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 審議会は、委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数が出席しなければ、会議を

開き、議決をすることができない。 

３ 審議会の議事は、出席した委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数で決し、可

否同数のときは、議長の決するところによる。 

（会議の公開） 

第六条 審議会の会議は、公開する。ただし、出席した委員及び議事に関係のある臨時

委員の三分の二以上の多数で議決したときは、公開しないことができる。 

（議事録） 

第七条 議長は、議事録を作成しなければならない。 

２ 議事録には、議長のほか、出席した委員のうちから議長が指名する二人の委員が署

名しなければならない。 

（幹事） 

第八条 審議会に、幹事若干人を置く。 

２ 幹事は、県職員のうちから知事が任命する。 

３ 幹事は、審議会の事務について、委員を補佐する。 

（庶務） 

第九条 審議会の庶務は、企画財政部土地水政策課において処理する。 

４ 埼玉県国土利用計画審議会規則 
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（委任） 

第十条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議

会に諮って定める。 

附 則 

この規則は、平成十四年六月四日から施行する。 

  附 則 

この規則は、平成二十二年三月三十日から施行する。 

附 則 

この規則は、令和三年三月三十日から施行する。 

 


